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長野県登山安全条例 

 

平成27年12月17日 

長野県条例第52号 

 

長野県登山安全条例をここに公布します。 

 

長野県登山安全条例 

目次 

第１章 総則（第１条－第10条） 

第２章 登山者等の遵守事項等（第11条・第12条） 

第３章 基本的施策（第13条－第19条） 

第４章 登山計画書の届出等（第20条－第22条） 

第５章 雑則（第23条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、登山の安全に関し、県及び登山者等の責務等を明らかにすると

ともに、登山を安全に楽しむための施策の基本となる事項等を定めることにより、

日本を代表する山岳県にふさわしい登山の安全対策を総合的に推進し、もって登山

者の本県への来訪及び滞在を促進し、本県の観光の振興に寄与することを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 登山者 山岳（里山を除く。以下同じ。）を登山（遊歩道の通行を除く。以下

同じ。）する者をいう。ただし、山岳において次のいずれかに該当する業務に従

事する者を除く。 

ア 山岳遭難者の捜索又は救助に関する業務、非常災害に対処するための業務そ

の他これらに類する業務 

イ 山岳遭難の未然防止に関する業務 

ウ 山小屋、避難小屋又は売店等の設置又は運営の業務 

エ 森林の整備、保全又は管理の業務その他これらに類する業務 

オ 自然公園法（昭和32年法律第161号）第２条第１号に規定する自然公園の管理

の業務その他これに類する業務 

カ 鉄道事業法（昭和61年法律第92号）第２条第５項に規定する索道事業に関す

る業務 

キ 公共工事に関する業務 

ク 有害鳥獣の捕獲等の業務 
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ケ アからクまでに掲げるもののほか、公益性が高いと認められる業務で規則で

定めるもの 

(2) 山岳関係事業者 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 山小屋事業者又は避難小屋若しくは山岳に所在する売店等を運営する者 

イ 鉄道事業法第34条の２第１項に規定する索道事業者 

ウ 主として登山用品を販売する事業者 

（県の責務） 

第３条 県は、登山を安全に楽しむための施策を総合的に策定し、及び実施するもの

とする。 

（登山者等の責務） 

第４条 登山者等（登山者及び山岳を登山しようとする者（第２条第１号ただし書に

規定する者を除く。第21条及び第22条において同じ。）をいう。以下同じ。）は、登

山が常に遭難の危険を伴うものであること及び登山は自己の責任において実施す

るものであることを認識し、安全な登山に努めるものとする。 

（山岳遭難防止対策協会の役割） 

第５条 山岳遭難防止対策協会（長野県山岳遭難防止対策協会及び地区山岳遭難防止

対策協会をいう。次条及び第７条において同じ。）は、県及び市町村と連携し、山

岳遭難の未然防止並びに山岳遭難者の捜索及び救助に努めるものとする。 

（山岳関係事業者の役割） 

第６条 山岳関係事業者は、県、市町村、山岳遭難防止対策協会等と連携し、登山者

等に対する安全な登山のための情報の提供に努めるものとする。 

２ 山小屋事業者は、県、市町村及び山岳遭難防止対策協会が実施する山岳遭難者の

捜索及び救助に協力するよう努めるものとする。 

（山岳関係団体の役割） 

第７条 山岳関係団体（登山の普及及び振興を目的として組織された団体をいう。第

12条第２項において同じ。）は、県、市町村、山岳遭難防止対策協会等と連携し、

登山者等に対する安全な登山のための情報の提供及び登山者の登山に関する技術

の向上の支援に努めるものとする。 

（信州登山案内人等の登山ガイドの役割） 

第８条 信州登山案内人条例（平成24年長野県条例第25号）第２条に規定する信州登

山案内人等の登山ガイド（登山者に付き添って案内を行うことを業とする者をいう。

次条第２項において同じ。）は、山岳に係る地理的及び自然的特性等並びに登山に

関する知識の習得並びに登山に関する技術の向上に努め、登山者に対して山岳の魅

力を伝えるとともに、登山者の安全確保に努めなければならない。 

（ツアー登山を実施する旅行業者の役割） 

第９条 ツアー登山（旅行業法（昭和27年法律第239号）第４条第１項第４号に規定

する企画旅行のうち山岳を登山することを目的とするものをいう。以下この条にお

いて同じ。）を実施する旅行業者（同法第６条の４第１項に規定する旅行業者をい

う。次項において同じ。）は、当該ツアー登山に参加する登山者の安全確保に努め
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なければならない。 

２ ツアー登山を実施する旅行業者は、当該ツアー登山に登山に関する十分な知識、

技術及び経験を有する登山ガイドを同行させなければならない。 

（市町村との連携協力） 

第10条 県は、登山を安全に楽しむための施策の実施に当たっては、市町村と連携す

るとともに、市町村が実施する登山を安全に楽しむための施策に協力するものとす

る。 

第２章 登山者等の遵守事項等 

（登山者等の遵守事項） 

第11条 登山者等は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 山岳の特性を知り周到な準備をすることが山岳遭難の未然防止につながるこ

とを認識し、あらかじめ、登山計画を作成すること。 

(2) 季節及び気象状況に応じた服装を用い、及び必要な装備品を携行すること。 

(3) その他次条第１項に規定する指針に定められた事項 

（登山を安全に楽しむための指針） 

第12条 知事は、登山者が登山を安全に楽しむための指針（以下この条において「指

針」という。）を定めるものとする。 

２ 知事は、指針を定めようとするときは、あらかじめ、山岳関係事業者、山岳関係

団体等の意見を反映させるために必要な措置を講じなければならない。 

３ 知事は、指針を定めたときは、これを公表しなければならない。 

４ 前２項の規定は、指針の変更について準用する。 

第３章 基本的施策 

（安全な登山のための啓発活動の推進等） 

第13条 県は、安全な登山のための情報の提供その他の登山者等に対する啓発活動を

推進するものとする。 

２ 県は、登山者等が自らの体力、技術等に応じて登山することができるよう、登山

道のグレーディング（登山に要する体力及び登山の難易についての評価をいう。）

の実施その他の必要な措置を講ずるものとする。 

３ 県は、登山者等に対し山岳の魅力を伝えるなど登山者等が山岳を楽しむための情

報を提供するものとする。 

（外国語による情報提供等） 

第14条 県は、外国人の登山者の安全を確保するため、外国語による情報の提供その

他の必要な措置を講ずるものとする。 

（山岳の環境保全及び適正利用の方針）  

第15条 知事は、豊かな山岳の環境を維持し、登山者の安全を確保するため、県、国、

市町村、山小屋事業者等により構成される長野県山岳環境連絡会における協議を経

て、山岳の環境保全及び適正利用の方針を策定するものとする。  

２ 知事は、前項に規定する方針を定めたときは、これを公表しなければならない。 

３ 前２項の規定は、第１項に規定する方針の変更について準用する。 
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（安全な登山のための環境整備） 

第16条 県は、市町村、山小屋事業者等が、山域の将来像（山域ごとの特性を踏まえ

た山岳の利用のあるべき姿をいう。）に応じて実施する登山道その他必要な施設の

整備を支援するものとする。 

２ 前項に規定する山域の将来像は、前条第１項に規定する方針にのっとり、山域ご

とに、県、国、市町村、山小屋事業者等により構成される山域連絡調整会議が定め

るものとする。 

（山岳遭難者の捜索及び救助） 

第17条 県は、山岳遭難者の生命及び身体を保護するため、山岳遭難者の捜索及び救

助を迅速に実施するための体制の整備その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（火山現象による災害における登山者の安全確保） 

第18条 県は、火山現象による災害から登山者の安全を確保するため、次に掲げる措

置その他の必要な措置を講ずるものとする。 

(1) 市町村による火山現象の発生時における登山者の避難計画の策定に対する支

援 

(2) 市町村に対する火山現象に関する情報の提供及び市町村が実施する登山者等

に対する火山現象に関する情報の提供の支援 

(3) 市町村等が実施する火山現象による災害に備えるための必要な施設、設備及び

装備品の整備に対する支援 

（財政上の措置） 

第19条 県は、登山を安全に楽しむための施策を推進するため、必要な財政上の措置

を講ずるよう努めるものとする。 

第４章 登山計画書の届出等 

（指定登山道） 

第20条 知事は、遭難の発生のおそれが高いと認められる山岳の登山道を指定登山道

として指定することができる。 

２ 知事は、前項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ、その旨及び

その区間を告示しなければならない。 

３ 前項の規定は、指定登山道の指定の解除及びその区間の変更について準用する。 

（登山計画書の届出）  

第21条 山岳を登山しようとする者は、指定登山道を通行しようとするときは、あら

かじめ、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した計画書（第４項及

び第５項において「登山計画書」という。）を知事に届け出なければならない。 

(1) 氏名及び住所 

(2) 登山の期間及び行程 

(3) 装備品の内容 

(4) 緊急時における連絡先 

(5) その他規則で定める事項 

２ 前項の場合において、複数の者により構成される集団が同一の行程で山岳を登山
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しようとするときは、当該集団を構成する者のうち１人の者がこれを代表して届け

出ることができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、山岳（第３号にあっては、活動火山対策特別措置法

（昭和48年法律第61号）第３条第１項に規定する警戒地域内のもののうち規則で定

めるものに限る。）を登山しようとする者が第１項各号に掲げる事項を次に掲げる

者に届け出たときは、知事に届け出たものとみなす。 

 (1) 第１項各号に掲げる事項に係る届出を受け付ける団体で規則で定めるもの 

(2) 本県と隣接する県にある行政機関 

 (3) 当該指定登山道が所在する市町村 

４ 知事は、登山計画書の届出の受理に関する事務を知事が指定する者に委託するこ

とができる。 

５ 県は、登山計画書の届出を行いやすくするための必要な措置を講ずるものとする。 

（山岳保険への加入） 

第22条 山岳を登山しようとする者は、山岳保険（山岳遭難者の捜索又は救助につい

て負担する費用に対して保険金、共済金その他これらに類するものが支払われるも

のをいう。）に加入するよう努めるものとする。 

第５章 雑則 

（補則） 

第23条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、知事が

定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第21条の規定は、平成28年７月１日

から施行する。 


